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被災マンション法に基づく主要な決議*
・仙台（東日本大震災）では敷地売却決議２事例。
・熊本（熊本地震）では取壊し決議３事例程度。

大規模一部滅失

全部滅失 再建決議（第４条）

建物敷地売却決議（第９条）

建物取壊し敷地売却決議（10条）

建物の価格の1/2を
超える部分が滅失

敷地売却決議（第５条）

取壊し決議（第11条）

取壊し決議や全員同意
による取壊しを含む

被災マンション法概要

＊団地に関する決議（13～18条）を除く。
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Ａ：取壊し決議の総会招集通知
（総会の２ヶ月前まで）

・議案の要領
・①取壊しを必要とする理由
・②復旧又は建替えをしない理由
・③復旧に要する費用の概算額

Ｂ：説明会招集通知（説明会の１週間前まで）
・全員同意があれば招集手続きは不要

Ｃ：説明会（総会１ヶ月前まで）
・総会招集通知事項について説明

Ｄ：取壊し決議の総会（政令指定から１年以内）
・政令で定める災害による大規模一部滅失が前提
・区分所有者及び議決権の各５分の４以上の多数
・①取壊し費用の概算額
②費用の分担に関する事項を定める

政令指定
・被災マンション法第２条の災害として政令指定

１年
以内

２ヶ月
前まで

１ヶ月
前まで

１週間
前まで

８ヶ月
以内

建物取壊し制度
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Ｄ：取壊し決議の総会（政令指定から１年以内）

遅滞
なく Ｅ：参加可否の催告（決議可決から遅滞なく）

・決議非賛成者に対して取壊しに参加するか否か
催告書を送付する

Ｇ：売渡請求（催告回答満了日から２ヶ月以内）
・売渡請求の主体は、①決議賛成者、
②催告で参加回答者、③買受指定者（≠買主）

・催告回答期間満了日から２ヶ月以内に請求する

Ｈ：売り渡した権利の買い戻し請求
（決議から２年経過の日から６ヶ月以内）
・決議から２年以内に解体工事に着手しない場合
・正当な理由がある場合は請求できない

Ｆ：参加可否の回答（催告受領から２ヶ月以内）
・決議非賛成者は、催告を受けた日から２ヶ月
以内に回答しなければならない

２ヶ月
以内

催告回答満了日（催告受領から２ヶ月）

２ヶ月

２ヶ月
以内

最短でも
２ヶ月

解体工事着手期限（決議から２年以内）

２年

６ヶ月
以内

建物取壊し制度
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Ｈ：売り渡した権利の買い戻し請求
（決議から２年経過の日から６ヶ月以内）
・決議から２年以内に解体工事に着手しない場合
・正当な理由がある場合は請求できない

解体工事着手期限（決議から２年）

６ヶ月
以内

解体工事ができない正当な理由がなくなる

Ｈ：売り渡した権利の買い戻し請求
（正当な理由がなくなった日から２年以内）

解体工事ができない正当な理由がなくなった
ことを知る

Ｈ：売り渡した権利の買い戻し請求
（正当な理由がなくなったことを知った日から
６ヶ月以内）

２年
以内

６ヶ月
以内

建物取壊し制度
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Ａ：敷地売却決議の集会招集通知
（集会の２ヶ月前まで）

・議案の要領
・敷地の売却を必要とする理由

Ｂ：説明会招集通知（説明会の１週間前まで）
・全員同意があれば招集手続きは不要

Ｃ：説明会（総会１ヶ月前まで）
・集会招集通知事項について説明

Ｄ：敷地売却決議の総会（政令指定から３年以内）
・政令で定める災害による大規模一部滅失が前提
・区分所有者及び議決権の各５分の４以上の多数
・①売却の相手方となるべき者の氏名または名称
・②売却代金の見込額

政令指定
・被災マンション法第２条の災害として政令指定

３年
以内

２ヶ月
前まで

１ヶ月
前まで

１週間
前まで

２年８ヶ月
以内 取壊し決議の総会（政令指定から１年以内）

２ヶ月
～１年

１年８ヶ月
～
２年６ヶ月

敷地売却制度
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Ｄ：敷地売却決議の総会（政令指定から３年以内）

遅滞
なく Ｅ：参加可否の催告（決議可決から遅滞なく）

・決議非賛成者に対して売却に参加するか否か
催告書を送付する

Ｇ：売渡請求（催告回答満了日から２ヶ月以内）
・売渡請求の主体は、①決議賛成者、
②催告で参加回答者、③買受指定者（≠買主）

・催告回答期間満了日から２ヶ月以内に請求する

Ｈ：売り渡した権利の買い戻し請求
（決議から２年経過の日から６ヶ月以内）
・決議から２年以内に敷地の権利を移転しない場合
・正当な理由がある場合は請求できない

Ｆ：参加可否の回答（催告受領から２ヶ月以内）
・決議非賛成者は、催告を受けた日から２ヶ月
以内に回答しなければならない

２ヶ月
以内

催告回答満了日（催告受領から２ヶ月）

２ヶ月

２ヶ月
以内

最短でも
２ヶ月

敷地の権利の移転期限（決議から２年以内）

２年

６ヶ月
以内

敷地売却制度
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Ｈ：売り渡した権利の買い戻し請求
（決議から２年経過の日から６ヶ月以内）
・決議から２年以内に敷地の権利を移転しない場合
・正当な理由がある場合は請求できない

敷地の権利の移転期限（決議から２年）

６ヶ月
以内

権利の移転ができない正当な理由がなくなる

Ｈ：売り渡した権利の買い戻し請求
（正当な理由がなくなった日から２年以内）

権利の移転ができない正当な理由が
なくなったことを知る

Ｈ：売り渡した権利の買い戻し請求
（正当な理由がなくなったことを知った日から
６ヶ月以内）

２年
以内

６ヶ月
以内

敷地売却制度


